
（令和4（2022）年度）

栃 木 県
Tochigi Prefecture

Ⅰ　令和４（2022）年度政策経営基本方針に基づく重点事項の積極的な展開

Ⅱ　「とちぎ未来創造プラン」及び「とちぎ創生１５戦略（第２期）」の着実な推進
いちご

＜予算編成の基本的考え方＞

いちご一会　とちぎ開化予算

とちぎけんの予算と財政状況を
紹介します　

１　令和４(2022)年度当初予算の概要等

◎予算規模（一般会計）　1兆86億円

歳　入

歳　出

県税
2,560（25.4）

（単位：億円、％）

（単位：億円、％）

地方交付税
1,406（13.9）

地方譲与税等
400（4.0）

国庫支出金
1,496（14.8）

地方特例
交付金
15（0.1）

県債
654（6.5）

県債
（臨時財政対策債）

240（2.4）

地方消費税
清算金
951（9.5）

職員費・退職手当等
2,181（21.7）

教育職員
1,461（14.5）

医療福祉関係経費
1,164（11.5）

警察官
346（3.5）

知事部局等
374（3.7）

公債償還費
997（9.9）

税交付金等
1,010（10.0）

一般行政費
1,487（14.7）

県単貸付金
1,693（16.8）

その他
139（1.4）

建設事業費
680（6.7）

投資的経費
1,415（14.0）

諸収入
1,907（18.9）

県債管理基金繰入金
94（0.9）

歳入合計
１兆86億円

歳出合計
１兆86億円

施設や道路を
つくるための借金

中小企業からの貸付金の
返済金など

借金返済の経費市町村への交付金など

県有施設の運営など
の経常的に支出され
る経費や私立学校へ
の補助金など

県民税、事業税、地方消費税、
自動車税など

○歳入のうち、約25％が県税で
す。地方交付税、国庫支出金など
国から交付されるものが約33％
あります。

○全体の約９％を借金（県債）でま
かなっているほか、足りない部分
は貯金（県債管理基金）を取り崩
しています。

○借金（県債）のうち、臨時財政対
策債（臨財債）が約27％を占め
ています。

※臨時財政対策債（臨財債）とは
　　臨時財政対策債は、国から地方
公共団体に配分する地方交付税が
足りないため、その不足する金額
の一部を、いったん地方公共団体
が借り入れをしてまかなう県債の
ことです。
　　なお、返済する際の財源は、全
額、地方交付税で補填することと
されています。

○歳出のうち、約22％を職員費等
が占めています。
　このうち、公立小中高等学校の先
生や警察官の給与などが約83％
を占めています。

○職員費等のほか、医療福祉関係経
費や公債償還費など義務的経費が
全体の約53％を占めています。

その他
363
（3.6）

義務的経費
5,352（53.1）

その他の経費
3,319
（32.9）

公共事業費
588（5.8）

その他
122（1.3）

災害復旧費
25（0.2）

中小企業に
対する貸付金など

－１－

自主財源
5,875
（58.3）

依存財源
4,211
（41.7）
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－２－

〇本県のブランド力の一層の向上に向けた市町と連携した県産品等の磨き上げ、とちぎ未来大使によるＳＮＳ等を活用したＰＲ
〇「栃木県地域公共交通計画（仮称）」の策定に向けた地域の移動ニーズ等に関する実態調査
〇県管理河川における市町をまたいだ広域的なイノシシの捕獲、ＩＣＴを活用した鳥獣被害防除や捕獲技術の実証
〇県民や企業等による地域課題の提起や課題解決に向けた提案等を可能とするとちぎデジタルハブサイトの運営　　　　　など

〇「栃木県流域治水プロジェクト」に基づく、河川への流出抑制に効果的な取組の抽出、県民に対する効果等の周知
〇映画館や電車内での広告による「栃木県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」の普及啓発　　など

〇看護職員や介護職員等の賃金引上げの支援
〇理工系分野への進路選択促進のための女子高校生等に対する県内の企業訪問機会の提供
〇専門的な相談等への対応のための「栃木県医療的ケア児支援センター（仮称）」の設置、支援する人材の育成・確保
〇ヤングケアラーに関する実態調査、有識者・福祉関係団体等による意見交換会の実施　　　　　など

〇自動車や航空宇宙等の戦略３産業への重点的な支援や未来３技術の活用促進
〇「とちぎ職業人材カレッジ（仮称）」の開設に向け、人材育成情報や就職支援情報等を発信するウェブサイトの構築
〇農業で働く人材の確保に向けたホームページの作成、オンライン相談窓口の設置、労働条件等のニーズ調査
〇林業・木材産業における多様な人材の確保・育成を図るための「栃木県林業大学校（仮称）」の整備
〇観光資源・施設の効果的な情報発信等に向けた観光関連事業者等に対するWEBマップ活用等セミナーの実施　　　　　など

〇文系・理系の枠にとらわれない教科等横断的な「ＳＴＥＡＭ教育」の導入に向けたカリキュラムの作成等
〇とちぎ結婚支援センターの運営、とちぎ結婚応援アンバサダーによるトークショーやＳＮＳによる情報発信
〇男性の家事・育児への参画を促進するための身近な家事をまとめた冊子作成、男性の家事力向上をテーマとしたミニ講座開催
〇ＳＮＳによる相談体制の構築による児童虐待防止対策の強化
〇本県の多彩な文化資源と観光等の他分野との連携推進等に取り組む文化芸術活動に対する助成　　　　　など

〇動画による情報発信、市町における脱炭素先行地域創出への支援、県内事業者の自家消費型太陽光発電設備導入への助成
〇県内企業等の革新的な技術開発などに対する助成、自動車関連中小企業の電動化等対応への支援　　　　　など

〇入院病床や臨時医療施設、宿泊療養施設等の医療提供体制の確保
〇ＰＣＲ検査・抗原検査の実施
〇円滑なワクチン接種のための体制整備

〇開・閉会式等の会場整備、式典の企画・運営、環境配慮に係る取組の導入、障スポ競技会の開催
〇天皇杯・皇后杯の獲得に向けた競技団体の選手強化への支援、有望選手・チームの強化支援
〇両大会に来県した方へのおもてなしクーポンを活用した栃木ファンの強化・拡大を図る仕組みづくり
〇本県への大規模大会・スポーツ合宿の誘致等に向けた戦略策定のための全国大会等の開催状況の調査　　　　　など

〇次世代に継承すべき本県の文化資源をデジタル化して保存するデジタルアーカイブの製作・活用
〇教員のＩＣＴを活用した指導力の向上をサポートするための「ＧＩＧＡスクール運営支援センター」の設置　　　　　など

〇中小企業の資金繰りや離職者の再就職活動等の支援
〇移住・定住促進のための若年層等に向けたデジタル広告の配信
や、企業に対するワーケーション体験への助成　　　　　など

スティーム

令和４（2022）年度予算の特徴

とちぎの目指すべき将来像「人が育ち、地域が活きる　未来に誇れる元気な“とちぎ”」の実現に
向け、５年間に県が行う仕事の進め方等を示す県政の基本方針

とちぎ未来創造プラン
（2021～ 2025）

人口減少問題を克服し、将来にわたり地域の活力を維持していくため策定した栃木県版「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」

とちぎ創生１５戦略（第２期）
（2020～ 2024）

15戦略 →「とちぎ創生15戦略(第２期)」関連事業であることを示しています。

いちご

いちご

いちご

新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナにおける「新たな日常」への対応

第77回国民体育大会「いちご一会とちぎ国体」及び
　第22回全国障害者スポーツ大会「いちご一会とちぎ大会」の開催とレガシーの継承

デジタルトランスフォーメーションの推進

人材育成戦略

脱炭素化の取組等の推進

産業成長戦略

健康長寿・共生戦略

地域・環境戦略

安全・安心戦略

Ⅱ　「とちぎ未来創造プラン」と「とちぎ創生１５戦略(第２期)」の着実な推進

Ⅰ　令和４(2022)年度政策経営基本方針に基づく重点事項の積極的な展開

15戦略

15戦略
15戦略

15戦略
15戦略

15戦略
15戦略

15戦略
15戦略

15戦略
15戦略

15戦略

15戦略
15戦略

15戦略

15戦略

15戦略
15戦略

15戦略
15戦略

15戦略
15戦略

15戦略

－３－

歳　入

歳　出

２　令和４(2022)年度予算の内訳（過去の予算と比べてみると）

教育費 警察費 公債費 民生・衛生費 商工費 土木費 その他

○県税（　　）及び地方消費税清算金（　　）は、消費税率の10％への引上げ等により、消費税率が５
％だった平成24(2012)年度に比べると増加しています。
○一方、臨時財政対策債（臨財債）（　　）は平成24(2012)年度に比べて減少しています。
○新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業等に対する貸付金の返済に伴い、諸収入（　　）が大
きく増加しています。
○財源不足に係る基金繰入金（　　）は、平成29(2017)年度以降は100億円前後で推移しています。

○高齢化の進行等に伴い、福祉・医療の経費（　　民生・衛生費）が平成14(2002)年度の約２倍と大き
な負担となっており、今後もこの傾向が続くものと見込まれます。
○公共施設の建設費（　　土木費）は、平成14(2002)年度に比べて約６割になっており、大きく減少し
ていますが、平成24(2012)年度に比べると増加しています。
〇新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業等の資金繰り支援のため、貸付金（　　商工費）が大
きく増加しています。
○過去の借金に対する返済経費（　　公債費）は、近年は年間約1,000億円となっており、大きな負担と
なっています。また、この返済経費は、今後も増加していくことが見込まれています。

県税　　　地方消費税清算金　　　地方交付税　　　地方譲与税等　　　国庫支出金　　　諸収入　　　その他　　　県債　　　財源不足に係る基金繰入金

2,560 951 1,406 415 1,496 1,907 363
894

その他
654

１兆86億円

94

3842,026 1,730 1,378 879 331 8,336億円

38

980
平成14年度
（2002年）

平成24年度
（2012年）

令和４年度
（2022年）

590

4052,025 1,370 807 1,376 432 7,827億円288
1,037

その他
367
臨財債
670

87

その他
740

1,838 446 997 2,143 1,858 820 1,984 １兆86億円

4452,029 1,173 1,019 565 8,336億円

（単位：億円）

（単位：億円）

1,412平成14年度
（2002年）

平成24年度
（2012年）

令和４年度
（2022年）

1,693

4311,848 981 1,426 1,139 7,827億円704 1,298

臨財債
240

臨財債
240
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〇専門的な相談等への対応のための「栃木県医療的ケア児支援センター（仮称）」の設置、支援する人材の育成・確保
〇ヤングケアラーに関する実態調査、有識者・福祉関係団体等による意見交換会の実施　　　　　など

〇自動車や航空宇宙等の戦略３産業への重点的な支援や未来３技術の活用促進
〇「とちぎ職業人材カレッジ（仮称）」の開設に向け、人材育成情報や就職支援情報等を発信するウェブサイトの構築
〇農業で働く人材の確保に向けたホームページの作成、オンライン相談窓口の設置、労働条件等のニーズ調査
〇林業・木材産業における多様な人材の確保・育成を図るための「栃木県林業大学校（仮称）」の整備
〇観光資源・施設の効果的な情報発信等に向けた観光関連事業者等に対するWEBマップ活用等セミナーの実施　　　　　など

〇文系・理系の枠にとらわれない教科等横断的な「ＳＴＥＡＭ教育」の導入に向けたカリキュラムの作成等
〇とちぎ結婚支援センターの運営、とちぎ結婚応援アンバサダーによるトークショーやＳＮＳによる情報発信
〇男性の家事・育児への参画を促進するための身近な家事をまとめた冊子作成、男性の家事力向上をテーマとしたミニ講座開催
〇ＳＮＳによる相談体制の構築による児童虐待防止対策の強化
〇本県の多彩な文化資源と観光等の他分野との連携推進等に取り組む文化芸術活動に対する助成　　　　　など

〇動画による情報発信、市町における脱炭素先行地域創出への支援、県内事業者の自家消費型太陽光発電設備導入への助成
〇県内企業等の革新的な技術開発などに対する助成、自動車関連中小企業の電動化等対応への支援　　　　　など

〇入院病床や臨時医療施設、宿泊療養施設等の医療提供体制の確保
〇ＰＣＲ検査・抗原検査の実施
〇円滑なワクチン接種のための体制整備

〇開・閉会式等の会場整備、式典の企画・運営、環境配慮に係る取組の導入、障スポ競技会の開催
〇天皇杯・皇后杯の獲得に向けた競技団体の選手強化への支援、有望選手・チームの強化支援
〇両大会に来県した方へのおもてなしクーポンを活用した栃木ファンの強化・拡大を図る仕組みづくり
〇本県への大規模大会・スポーツ合宿の誘致等に向けた戦略策定のための全国大会等の開催状況の調査　　　　　など

〇次世代に継承すべき本県の文化資源をデジタル化して保存するデジタルアーカイブの製作・活用
〇教員のＩＣＴを活用した指導力の向上をサポートするための「ＧＩＧＡスクール運営支援センター」の設置　　　　　など

〇中小企業の資金繰りや離職者の再就職活動等の支援
〇移住・定住促進のための若年層等に向けたデジタル広告の配信
や、企業に対するワーケーション体験への助成　　　　　など

スティーム

令和４（2022）年度予算の特徴

とちぎの目指すべき将来像「人が育ち、地域が活きる　未来に誇れる元気な“とちぎ”」の実現に
向け、５年間に県が行う仕事の進め方等を示す県政の基本方針

とちぎ未来創造プラン
（2021～ 2025）

人口減少問題を克服し、将来にわたり地域の活力を維持していくため策定した栃木県版「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」

とちぎ創生１５戦略（第２期）
（2020～ 2024）

15戦略 →「とちぎ創生15戦略(第２期)」関連事業であることを示しています。

いちご

いちご

いちご

新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナにおける「新たな日常」への対応

第77回国民体育大会「いちご一会とちぎ国体」及び
　第22回全国障害者スポーツ大会「いちご一会とちぎ大会」の開催とレガシーの継承

デジタルトランスフォーメーションの推進

人材育成戦略

脱炭素化の取組等の推進

産業成長戦略

健康長寿・共生戦略

地域・環境戦略

安全・安心戦略

Ⅱ　「とちぎ未来創造プラン」と「とちぎ創生１５戦略(第２期)」の着実な推進

Ⅰ　令和４(2022)年度政策経営基本方針に基づく重点事項の積極的な展開

15戦略

15戦略
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15戦略

15戦略
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15戦略
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15戦略
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15戦略
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15戦略

－３－

歳　入

歳　出

２　令和４(2022)年度予算の内訳（過去の予算と比べてみると）

教育費 警察費 公債費 民生・衛生費 商工費 土木費 その他

○県税（　　）及び地方消費税清算金（　　）は、消費税率の10％への引上げ等により、消費税率が５
％だった平成24(2012)年度に比べると増加しています。
○一方、臨時財政対策債（臨財債）（　　）は平成24(2012)年度に比べて減少しています。
○新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業等に対する貸付金の返済に伴い、諸収入（　　）が大
きく増加しています。
○財源不足に係る基金繰入金（　　）は、平成29(2017)年度以降は100億円前後で推移しています。

○高齢化の進行等に伴い、福祉・医療の経費（　　民生・衛生費）が平成14(2002)年度の約２倍と大き
な負担となっており、今後もこの傾向が続くものと見込まれます。
○公共施設の建設費（　　土木費）は、平成14(2002)年度に比べて約６割になっており、大きく減少し
ていますが、平成24(2012)年度に比べると増加しています。
〇新型コロナウイルス感染症の影響を受けた企業等の資金繰り支援のため、貸付金（　　商工費）が大
きく増加しています。
○過去の借金に対する返済経費（　　公債費）は、近年は年間約1,000億円となっており、大きな負担と
なっています。また、この返済経費は、今後も増加していくことが見込まれています。

県税　　　地方消費税清算金　　　地方交付税　　　地方譲与税等　　　国庫支出金　　　諸収入　　　その他　　　県債　　　財源不足に係る基金繰入金

2,560 951 1,406 415 1,496 1,907 363
894

その他
654

１兆86億円

94

3842,026 1,730 1,378 879 331 8,336億円

38

980
平成14年度
（2002年）

平成24年度
（2012年）

令和４年度
（2022年）

590

4052,025 1,370 807 1,376 432 7,827億円288
1,037

その他
367
臨財債
670

87

その他
740

1,838 446 997 2,143 1,858 820 1,984 １兆86億円

4452,029 1,173 1,019 565 8,336億円

（単位：億円）

（単位：億円）

1,412平成14年度
（2002年）

平成24年度
（2012年）

令和４年度
（2022年）

1,693

4311,848 981 1,426 1,139 7,827億円704 1,298

臨財債
240

臨財債
240



三位一体の改革
（2003～2006）

○令和４(2022)年度の予算規模（当初予算額　　　）は、新型コロナウイルス感染症への対応経費の
減などにより、令和３(2021)年度当初予算に対して、68億円の減になったものの、当初予算として
は２年連続で１兆円を超えました。
○県税及び地方消費税収入※（　　　）は、平成24(2012)年度以降、企業収益の回復や地方消費税率引
上げ等により増加してきており、令和４(2022)年度は、これまでの最大額である平成19(2007)年度
の3,010億円を超える3,076億円の予算を計上しています。
○臨時財政対策債（臨財債）を除く県債残高は、平成14(2002)年度に過去最大の9,472億円に達した以
降減少していましたが、総合スポーツゾーン整備事業や災害復旧事業などの影響により、平成30
(2018)年度以降増加しています。
　また、臨時財政対策債（臨財債）の残高も依然として高水準であり、令和４(2022)年度末の県債残
高全体の見込額は約1.2兆円となっています。

３　栃木県財政の推移（過去20年間を見てみると）
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経済対策の
実施

（国・地方）

※県債残高、県債発行額、県税及び地方消費税収入については、令和２(2020)年度までは決算額、
　令和３(2021)年度は２月補正（追加分⑵）後、令和４(2022)年度は当初予算額です。
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４　今後の財政収支見込み

栃木県の中期財政収支見込みについて

概　要
・令和４(2022)年度当初予算や国の地方財政計画等を踏まえ、いくつかの前提条件を設定し中期的な収
支見込みを試算しました。
・今後の経済情勢の変化や国の予算編成の動向等により、試算した数値は大きく変動します。

試算の考え方
・職員費は、一般職員、教員の増減等を反映しています。
・投資的経費には、公共事業のほか、公共施設の長寿命化経費、足利高校整備費等を見込んでいます。
・公債費は今後の発行額を、医療福祉関係経費等は高齢化の進行を見込んで試算しています。
・県税・地方消費税収入、税交付金等は、税制改正の影響を見込んでいます。

財政調整的基金残高の推移

※令和２(2020)年度は決算額、
　令和３(2021)年度は２月補正（追加分⑵）後の額です。

実績　　　見込み

（億円）
財源不足額の推移

－５－

0

100

200

300

400

500

600
（億円）

0

40

80

120

R3
(2021)

R4
(2022)

R2
(2020)

527

94 91 88

R4
(2022)

81

R5
(2023)

R6
(2024)

80

585

451

314

370

283
253

R5
(2023)

R7
(2025)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R8
(2026)

区　　　分
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基金充当額

年度末財政調整的基金残高見込み

年度末県債残高見込み

　臨財債以外

R4(2022)

5,994
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▲94

94

451
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6,013
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91
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○令和８(2026)年度までの間に、単年度で80億円から94億円の財源不足が見込まれており、それに伴い
財政調整的基金残高は減少していく見込みです。

（単位：億円）

※歳出合計（一般財源）及び歳入合計（一般財源）については、地方消費税清算金を他都道府県と清算した後の数値で試算しています。



５　財政健全化への取組

－６－

○中期財政収支見込みにおいても、高齢化の進行等による医療福祉関係経費等の増加などにより今後
も財源不足が見込まれています。
〇引き続き、財政健全化に取り組み、持続可能な財政基盤を確立していく必要があります。

○「とちぎ行革プラン2021」における主な取組内容

１　財政の健全性の確保
○中期的な視点に立った財政運営
歳入規模に見合った歳出構造への転換を進め財政調整的基金の涵養を図るほか、適切な県債発行に努めます。
○歳入確保に向けた取組の推進
滞納の未然防止や債権回収の強化、広告収入の増大等により、歳入の確保に努めます。
○徹底した歳出の見直し
選択と集中による事務事業の見直しに取り組むとともに、補助金等の必要な見直しに努めます。

２　公共施設等の適正管理と総合的な利活用
○公共施設等の利活用の推進・最適化
公共施設等について、総合的・計画的な管理を行うとともに、効率的な利活用や未利用財産の売却等を推進します。
○県有建築物の長寿命化の推進
県有建築物について、適切に点検・診断を実施し維持管理することにより、長寿命化を推進します。
○使用料等のあり方の見直し
県有財産の使用料等について、社会経済情勢の変化等を踏まえたあり方を検証し、適正化を図ります。

３　公営企業等の自立的経営
○公営企業の効率的な経営
企業局経営戦略に基づき、人口減少や更新投資の増大による影響等を見据えて、経営改善に取り組みます。
○病院事業経営の健全化
病院事業について、経営改革プラン等に基づき自立的な経営に向けた改善に取り組みます。
○県出資法人等の自立的な経営
出資法人等に対し、経営の適正化や業務の活性化等に向けて、必要かつ適切な指導等を行います。

【県債残高の推計】

○「とちぎ行革プラン2021」では、適切な県債の発行及び将来負担の抑制を取組内容の一つにしています。
　今後、公共施設等の長寿命化対策などにより県債発行の増加が見込まれますが、発行規模に配意し、
県債残高の抑制を図るとともに、財政措置のある有利な地方債を活用し、将来負担の軽減に努めます。
目標：令和７(2025)年度末の県債残高(臨時財政対策債を除く)を令和２(2020)年度末の水準以下に抑制

※令和２(2020)年度は決算、令和３(2021)年度は２月補正（追加分⑵）後、令和４(2022)年度は当初予算時点での残高です。
　なお、今後の経済環境の変化や災害の発生状況等によって、試算した数値は大きく変動することがあります。
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○「とちぎ行革プラン2021」における主な取組内容

１　財政の健全性の確保
○中期的な視点に立った財政運営
歳入規模に見合った歳出構造への転換を進め財政調整的基金の涵養を図るほか、適切な県債発行に努めます。
○歳入確保に向けた取組の推進
滞納の未然防止や債権回収の強化、広告収入の増大等により、歳入の確保に努めます。
○徹底した歳出の見直し
選択と集中による事務事業の見直しに取り組むとともに、補助金等の必要な見直しに努めます。

２　公共施設等の適正管理と総合的な利活用
○公共施設等の利活用の推進・最適化
公共施設等について、総合的・計画的な管理を行うとともに、効率的な利活用や未利用財産の売却等を推進します。
○県有建築物の長寿命化の推進
県有建築物について、適切に点検・診断を実施し維持管理することにより、長寿命化を推進します。
○使用料等のあり方の見直し
県有財産の使用料等について、社会経済情勢の変化等を踏まえたあり方を検証し、適正化を図ります。

３　公営企業等の自立的経営
○公営企業の効率的な経営
企業局経営戦略に基づき、人口減少や更新投資の増大による影響等を見据えて、経営改善に取り組みます。
○病院事業経営の健全化
病院事業について、経営改革プラン等に基づき自立的な経営に向けた改善に取り組みます。
○県出資法人等の自立的な経営
出資法人等に対し、経営の適正化や業務の活性化等に向けて、必要かつ適切な指導等を行います。

【県債残高の推計】

○「とちぎ行革プラン2021」では、適切な県債の発行及び将来負担の抑制を取組内容の一つにしています。
　今後、公共施設等の長寿命化対策などにより県債発行の増加が見込まれますが、発行規模に配意し、
県債残高の抑制を図るとともに、財政措置のある有利な地方債を活用し、将来負担の軽減に努めます。
目標：令和７(2025)年度末の県債残高(臨時財政対策債を除く)を令和２(2020)年度末の水準以下に抑制

※令和２(2020)年度は決算、令和３(2021)年度は２月補正（追加分⑵）後、令和４(2022)年度は当初予算時点での残高です。
　なお、今後の経済環境の変化や災害の発生状況等によって、試算した数値は大きく変動することがあります。
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5,509

目標ライン　

5,439 5,456 5,249 5,044 4,841 4,612

臨財債以外

臨財債

R7(2025)

兄弟へ
（市町村交付金）
20,701円 生活費

（各経費の支出）
306,135円

ローン返済
（公債費）
35,839円

収入計
362,675円

貯金取崩
（基金取崩）
10,528円

月給
（税収・税外収入）
320,000円

ローン
（県債）
32,147円

　みなさまからのご寄附は、プロスポーツ支援、文化の振興、輝く人づくり、交通安
全、福祉の向上、医療の充実、森づくり、学生の応援や日光杉並木街道保護など、ふ
るさと“とちぎ”づくりのために幅広く活用させていただきます。
○クレジットカードでも寄附金を納付することができます。
○ふるさと納税として、所得税、個人住民税の控除の対象になります。

栃木県の財政を月給32万円のサラリーマン世帯に例えると
（令和4（2022）年度）

◎お問い合わせ先　税務課
　☎028-623-2105

ふるさと“とちぎ”への応援（寄附）を募集しています!!

　県内で発売された宝く
じの収益金は、皆さんの
身近な暮らしに役立って
います。

栃木県経営管理部財政課
〒320-8501  宇都宮市塙田1-1-20
TEL 028-623-2017
URL https://www.pref.tochigi.lg.jp
E-mail　zaisei@pref.tochigi.lg.jp

◎お問い合わせ先　財政課
　☎028-623-2017

みなさ～ん
宝くじは
栃木県内で
買ってね。

支出計
362,675円

ローン残高
（県債残高）
21,436,701円

貯金残高
（基金残高）
1,998,269円

いちご一会募金(寄附)へのご協力をお願いします
　令和４(2022)年に栃木県で開催します第77回国民体育大会「いちご一会とちぎ国体」及び第22回全国障害者スポーツ
大会「いちご一会とちぎ大会」を成功させるため、いちご一会募金(寄附)へのご協力をお願いいたします。
　個人の方で1万円以上、企業・団体の方で10万円以上の寄附をいただきますと、氏名等を記した大谷石製の銘板を、
カンセキスタジアムとちぎに設置することができます。
　詳しくはお問い合わせください！　　募集期限：令和４(2022)年10月31日まで

◎お問い合わせ先　国体・障害者スポーツ大会局総務企画課
（いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会実行委員会事務局）

☎０２８‐６２３‐３５１８銘板(大谷石）

ホームページは 2022とちぎ国体 検索


